

	Ⅰ 背　景
	
	Ⅱ 基本的視点
	
	Ⅲ 改定率

	　①介護職員の処遇改善の確保

　②物価の下落傾向　　③介護事業者の経営状況

　④地域包括ケアの推進
	
	　①地域包括ケアシステムの基盤強化

　②医療と介護の役割分担・連携強化
　③認知症にふさわしいサービスの提供
	
	＋１．２％(うち、在宅1.0％、施設0.2％）

〔Ｈ21改定：3.0％、Ｈ18改定：△2.4％〕


	Ⅳ 各サービスの見直し内容（主な事項を抜粋）

	
(1)介護職員の処遇改善に関する見直し
　介護職員処遇改善交付金を介護報酬に移行するために、平成27年3月31日までの間、介護職員処遇改善加算を創設(新規)
（平成27年4月1日以降は、次期介護報酬改定において、基本サービス費において適切に評価）
※介護職員処遇改善交付金の交付要件と同様の考え方による要件を設定
(2)地域区分の見直し

　　①国家公務員の地域手当に準じ、地域割りの区分を5区分から7区分に見直し

　　②「適用地域」、「上乗せ割合」の見直し

　　③報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から平成26年度までの経過措置を設定
　　【改正前】　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
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【改正後】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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①運営基準減算等の評価の見直し

②介護予防支援の業務委託について、一の居宅介護支援事業所に委託することのできる件数の制限の廃止　
	
(1)訪問介護

①身体介護：20分未満の区分を創設

②生活援助：「20分以上45分未満」と「45分以上」に見直し

③利用者の住居と同一の建物に所在する事業所に対する評価の適正化(新規)　※訪問看護等で同様
 (2)訪問看護
①地域区分に係る人件費割合の見直し（55％→70％）

②医療機関からの退院後の円滑な提供に着目した評価(新規)

(1)通所介護

①時間区分の見直し、12時間までの延長加算を認める

②利用者の住居と同一の建物に所在する事業所に対する送迎分の評価の適正化(新規)　　※通所リハ、認知症デイで同様

(2)通所リハビリテーション

医療保険からの円滑な移行を促進するため、短時間の個別リハの実施を重点的に評価し、長時間の評価を適正化

　①施設サービス費の見直しに併せた報酬の見直し

　②レスパイトの観点から、特定施設での短期利用を可能とする
　③特定施設での看取り介護を評価（新規）


(1)定期巡回・随時対応型訪問介護看護（新規）
基本報酬：要介護度別・月単位の定額報酬

要介護１：9,270単位～要介護５：30,450単位

　　　　　　（４級地の場合99,189円～325,815円）

(2)複合型サービス（新規）：小規模多機能と訪問看護の機能
基本報酬：要介護度別・月単位の定額報酬

要介護１：13,255単位～要介護５：31,934単位

　　　　　　（４級地の場合139,840円～336,903円）
　(3)定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービスで、市町村が全国一律の介護報酬額を上回る報酬額を独自設定できる（新規）
	
(1)介護老人福祉施設

①入所者の重度化に対応し、施設の重点化・機能強化等を図る観点からの要介護度別の報酬設定

②ユニット型、従来型個室、多床室の報酬水準の適正化

③平成24年4月1日以前の多床室について配慮

【改正前】（多床室　１日当たり）　
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　　　（４級地の場合：6,802円～9,749円）
【改正後】

（平成24年４月1日以前の多床室　１日当たり）
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　　　（４級地の場合：6,583円～9,478円）
（新設の多床室　1日当たり）

要介護１
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　　　（４級地の場合：6,510円～9,384円）

 (2)介護老人保健施設(介護療養型老人保健施設を含む)
　　在宅復帰の状況及びベットの回転率を指標とし、機能に応じた報酬体系への見直し

認知症行動・心理症状緊急対応加算（介護保険施設）
　　在宅での対応が困難となった場合の受入れ(新規)

①訪問介護における特定事業所加算の算定要件の見直し

　②介護老人福祉施設における日常生活継続支援加算の算定要件の見直し

③訪問看護における看護介護連携強化加算の新設（新規）
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平成２４年度介護報酬改定の概要
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１ 介護職員の処遇改善等に関する各サービス共通の見直し





２　居宅介護支援・介護予防支援





３ 訪問系介護サービス





４ 通所系サービス





５ 入所系サービス





６ 地域密着型サービス





７ 施設サービス





８ 認知症関係サービス





９ 介護職員によるたんの吸引等の実施








